[bookmark: _Hlk184715324]様式第１号（第１０条関係）
令和　　年　月　日

公益財団法人　宮崎県産業振興機構
理事長　　　　　　　　　　　　殿

＜申請者＞
郵便番号　
事業所所在地　
(フリガナ)　
事業者名※1 
(フリガナ)　　　　　
代表者　職名・氏名　
生年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日


女性・若者応援！起業チャレンジ支援事業費補助金交付申請書
（ビジネスプランコンテスト開催事業）


令和　年度女性・若者応援！起業チャレンジ支援事業補助金の交付を受けたいので、同要領第１０条第１項の規定により、下記のとおり申請します。

１　連絡先
	電話番号
(日中連絡がつくところ)
	（会社）
（携帯）

	ＦＡＸ番号※2
	

	メールアドレス
	

	交付決定通知等の
書類の送付先※3
	（所在地）〒


（氏名）



　※1　事業者名は、法人であれば「法人名」、個人事業主であれば「屋号」をご記入ください。
　　　 個人事業主で屋号がない場合は、記入の必要はありません。
　※2　FAX番号がない場合は、記入の必要はありません。
　※3　申請者の事業所所在地と送付先が異なる場合のみご記入ください。


２　事業実施期間（事業完了予定日は当該事業年度の２月１日を超えないこと）
交付決定日　から　事業完了予定日：令和　　年　　月　　日
※事業開始日は交付決定日以降に限ります。

３　確認事項
	下記を確認頂き、☑を入れてください。

	【対象者の主な要件】
○令和８年４月１日以降、事業期間完了日までに宮崎県において、個人事業の開業届出若しくは法人の設立を行い、その代表者となる者
○Society5.0関連分野において事業承継、第二創業する者
※宮崎県内に居住している者、又は、事業完了日までに居住予定の者に限る。 
〇女性又は３５歳未満（令和８年４月１日現在）であること。
○宮崎県よろず支援拠点コーディネーターによる助言、指導等の支援を受けていること。
　担当コーディネーター名：　　　　　　　　　　　　　　
	☐　理解した

	【対象事業の主な要件】
○デジタル技術を活用し、宮崎県が地域再生計画において定める分野において、地域の課題の解決に資する社会的事業であること。
※対象事業の詳細については、募集要領を確認すること。
	☐　理解した



４　事業の概要（デジタル技術を活用した地域課題解決に向けた事業内容を要約し記載する）
	







５　補助金交付申請額
（別紙１・事業計画書「申請事業の経費明細表」の補助金交付申請額と一致すること。）

　　「ビジネスプランコンテスト開催事業」

金　　　　　　　　　　　　円（起業支援金）※上限２００万円　･･･（ア）

金　　　　　　　　　　　　円（県独自起業補助金）※上限１００万円　･･･（イ）


（ア）起業支援金＋（イ）県独自起業補助金の合計額

金　　　　　　　　　　　　　円　※上限３００万円

    
　　※「ビジネスプランコンテスト開催事業」は、順位に応じて補助上限額が異なり、最大補助上限額３００万円となるので、起業支援金２００万円、県独自起業補助金１００万円（起業支援金の補助対象経費を除く）の交付申請をすることが可能。

【補助上限額】（採択合計５者）
グランプリ３００万円、準グランプリ２５０万円、３位２００万円、特別賞１５０万円（２者）

６　添付書類（下記の書類を添付してください。）
（１）全ての申請者が提出する必要のある書類(すべての項目をチェック☑してください。）
☐　事業計画書（別紙１）
☐　住民票（申請日より３ヶ月以内に発行されたもの）
☐　暴力団等の反社会勢力又は反社会的勢力との関係を有していないことを示す誓約書（別紙２）
☐　個人情報取り扱い同意書（別紙３）
☐　県税の納税証明書（申請日より１ヶ月以内に発行されたもの）
　※　県税の未納がないことの証明書。県外在住の方も証明書が必要です。
　　　問合せ先：宮崎県税・総務事務所（電話：0985-26-7271）
（２）個々の申請条件に該当する申請者が提出する必要のある書類（該当する項目をチェック☑してください。）
☐　（既に会社法人設立が完了している場合）履歴事項全部証明書
☐　（既に個人事業主として開業している場合）税務署に提出した開業届の写し
☐　（本補助金を申請する法人等以外の役員に就任している場合）当該法人の履歴事項全部証明書
☐　（申請時点で県内に居住していない場合）居住地に関する誓約事項（別紙４）

様式第１号(別紙１)
事業計画書（ビジネスプランコンテスト開催事業）

１　申請者の概要（項目を確認の上記載してください。選択項目は該当するものに㋹マークしてください。）
（１）申請者
	　
（代表者氏名）
	
	性別
	□男
□女
	生年月日
（年齢）
	□大正　□昭和　□平成
 　　年　　月　　日（　　　歳）

	（申請時又は予定）
法人名
	
	法人番号
	

	連絡先住所等
	〒   －



	起業直前の職業
	□会社役員
□個人事業主
□会社員
□専業主婦・主夫
□パートタイマー・アルバイト
□学生
□その他（　　　　　　　　　）

	
	電話
	
	
	

	
	FAX
	
	
	

	
	E－mail
	
	
	

	本事業以外の
事業経営経験
	□事業を経営した経験がない
□事業を経営した経験があり、現在もその事業を続けている。

	
	




	
事業形態[□個人事業　□会社　□企業組合・協業組合　□特定非営利活動法人]
事業内容[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]
         ※応募事業と類似事業の場合は、区別している点を「２　事業の具体的な内容」に記載してください。
	　　　　　

	
	
	
	

	
	□事業を経営していたが既に事業はやめている。(やめた時期：　　　年　　　月)

	職　歴
	年　　月
	

	
	年　　月
	

	
	年　　月
	

	
	年　　月
	



（２）実施形態
	開業・法人設立日(予定日)
	  　令和　　年　　月　　日
(補助事業完了日までに開業又は法人設立を行う必要があります)
	宮崎県内移転日(予定日)
	
 　令和　　年　　月　　日
　(補助事業完了日までに県内に移転する必要があります)


	事業実施地
(予定地)
	〒　－


	事業形態
	□個人事業
  (補助期間中の法人化も検討中)
□会社設立
  □株式会社
  □合名会社
  □合資会社
  □合同会社
□組合設立
  □企業組合
  □協業組合
□特定非営利活動法人
□その他（　　　　　　　　　）


	主たる業種
(日本標準産業分類中分類を
記載)
	中分類：
	
	

	
	コード(２桁)：
	
	

	資本金又は出資金(会社・組合)
	                     　　　千円
(うち大企業からの出資　　　千円)
	
	

	株主又は
出資者数
	                             名
(うち大企業からの出資　　　　名)
	
	

	役員数・
従業員数
	合計
	  　　名
	内訳
	①役員          　　 　　　　    　　　　　　　　　 名
(法人のみ)   (うち大企業の役員又は職員を兼務：　　　名)

	
	
	
	
	②従業員    　　　　　　 　　　　                   名

	
	
	
	
	③パート・アルバイト                                名

	 事業に要する許認可・免許等
(必要な場合にのみ記載)
	許認可・免許等の名称：
取得(見込)時期　　　：




２  事業の具体的な内容
    事業全体について、詳しく記載してください。枠に収まらない場合は適宜広げてください。複数のページ
　になっても構いません。
	①地域社会が抱える課題





	②デジタル技術を活用した事業の具体的な内容





	③本事業の動機・きっかけ及び将来の展望





	④本事業の知識、経験、ネットワーク




	⑤本事業に係る資金計画
  新事業の立ち上げ(準備から補助事業期間終了までの間)に必要な全ての資金と調達方法を記載してください。
                                                              　　              　　(単位：千円)

	






























	必要な資金
	金額
	調達の方法
	金額
	































	
	
設備
資金
	(内容)














	














	自己資金
	
	

	
	
	
	
	金融機関からの借入金
(調達先)
　(　　　　　　　　　　　　　　)
  (　　　　　　　　　　　　　　)
  (　　　　　　　　　　　　　　)


	






	

	
	
	
	
	その他(本事業の売上金、親族からの　　　 借入等)
(内容)
　(　　　　　　　　　　　　　　)
　(　　　　　　　　　　　　　　)
　(　　　　　　　　　　　　　　)

	






	

	
	
	　　　設備資金の合計
	
	[bookmark: _Hlk41574087]　　　　補助金交付希望額
（４）申請事業の経費明細表中の(B）の
補助金交付申請額と一致すること。補
助金は補助事業期間終了後に検査を経
てお支払いする形となりますので、補
助金支払いまでの間、応募者ご自身で
補助金交付希望相当額を手当していた
だく必要があります。
　　その手当方法について、次頁の｢補助金交付希望額相当額の手当方法」に記載してください）



	













	

	
	運転資金
	(内容)











	











	
	
	

	
	
	　　　運転資金の合計
	
	
	
	

	
	          　総　計
	
	           　総　　計
	
	

	



	【金融機関からの資金調達見込】   【補助金交付申請相当額の手当方法】　　　　　　　　　(単位：千円)

	






	  □既に調達済み
 
  □補助事業実施期間中に調達
見込みがある
 
  □将来的に調達見込みがある
	






	手当方法
	金　額
	







	
	
	
	自己資金
	
	

	
	
	
	金融機関からの借入金(調達先：　　　　　　　)
	
	

	
	
	
	その他

	

	

	
	
	
	合計額
	
	

	  
  事業スケジュール (５ヶ年間)

	
















	実施時期
	具体的な事業内容
	

















	
	１年目
	


	

	
	２年目
	


	

	
	３年目
	


	

	
	４年目
	


	

	
	５年目
	


	

	  
　売上・利益等の計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

	



















	
	    １年目
	     ２年目
	    ３年目
	 　  ４年目
	    ５年目
	




















	
	(a)売上高
	
	
	
	
	
	

	
	(b)売上原価
	
	
	
	
	
	

	
	(c)売上総利益
 　　(a-b)
	
	
	
	
	
	

	
	(d)販売管理費
	
	
	
	
	
	

	
	営業利益(c-d)
	
	
	
	
	
	

	
	積算根拠
	









	








	








	








	








	

	



３　ビジネスプランコンテストの受賞や他の補助金等の実績(該当がある場合にのみ記載)

 【ビジネスプランコンテストの受賞実績】 　【他の補助金等を受けた実績(申請中含)】
	コンテスト名称
	
	



	補助金・委託費名称
	

	主催／後援
	
	
	実施主体(関係省庁等)
	

	受賞内容
	
	
	テーマ名
	

	受賞時期
	   年　　月　　日
	
	実施時期／補助金等額
	　年　月～　年　月／　　　　千円


４　申請事業の経費明細表
４－１　起業支援金に係る申請事業の経費明細表（補助上限額２００万円）

   「⑤本事業に係る資金計画」の設備資金及び運転資金の内容の中から、補助事業期間中に補助対象となるものを記載してください。補助事業期間は交付決定日から最長で当該事業年度の２月１日までです。
                                                                     　　　  　　　    　(単位：円)
	経費区分
	費目
	交付申請額算出に用いる補助対象経費（消費税抜額）
	交付申請額の算出に用いる補助対象経費
（消費税抜額）に係る積算基礎

	
	
	
	

	
Ⅰ人件費

	①　人件費
	

	



	
Ⅱ事業費

	①　店舗等借料
	


	



	
	②　設備費及び　  借料
	


	



	
	③　原材料費
	


	



	
	④　知的財産権等
関連経費
	


	



	
	⑤　謝金
	


	



	
	⑥　旅費
	


	



	
	⑦　マーケティング
調査費
	


	



	
	⑧　広報費
	


	



	
	
⑨　外注費

	


	



	
	（Ⅱ事業費小計）
	


	

	
Ⅲ委託費

	1 委託費
	


	



	合　計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）
	（A）


	

	補助金交付申請額（起業支援金）
	　（B）
               
   


  ※　（B）の金額は、（A）の金額の１／２以内で、上限２００万円とし、千円未満を切り捨てた金額を記載してください。
　※　人件費は、通勤手当のみ税抜き計算してください。※　金額の積算根拠となる見積書等を添付してください。

４－２　県独自起業補助金に係る申請事業の経費明細表

「⑤本事業に係る資金計画」の設備資金及び運転資金の内容の中から、補助事業期間中に補助対象となるものを記載してください。補助事業期間は交付決定日から最長で当該事業年度の２月１日までです。
　　ビジネスプランコンテストのグランプリ及び準グランプリ受賞者に対しては、起業支援金（上限２００万円）に上乗せし、県独自起業補助金を支給することが可能（起業支援金の補助対象経費を除く）。
グランプリ又は準グランプリを受賞した場合でも、補助金交付申請額に記載がなければ上乗せできないので留意すること。
　※グランプリ：起業支援金（上限２００万円）＋県独自起業補助金（上限１００万円）
　　準グランプリ：起業支援金（上限２００万円）＋県独自起業補助金（上限５０万円）
　　　　(単位：円)
	経費区分
	費目
	交付申請額算出に用いる補助対象経費（消費税抜額）
	交付申請額の算出に用いる補助対象経費
（消費税抜額）に係る積算基礎

	
	
	
	

	
Ⅰ人件費

	①　人件費
	
	



	
Ⅱ事業費

	①　店舗等借料
	


	



	
	②　設備費及び
借料
	


	



	
	③　原材料費
	


	



	
	④　知的財産権等
関連経費
	


	



	
	⑤　謝金
	


	



	
	⑥　旅費
	


	



	
	⑦　マーケティング
調査費
	


	



	
	⑧　広報費
	


	



	
	
⑨　外注費

	


	



	
	（Ⅱ事業費小計）
	


	

	
Ⅲ委託費

	①　委託費
	


	



	合　計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）
	（A）


	

	補助金交付申請額（県独自起業補助金）
	　（B）
               
   


  ※　（B）の金額は、（A）の金額の１／２以内で、上限１００万円とし、千円未満を切り捨てた金額を記載して
　　ください。
　※　人件費は、通勤手当のみ税抜き計算してください。※　金額の積算根拠となる見積書等を添付してください。

様式第１号（別紙２）　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　公益財団法人　宮崎県産業振興機構
　　理事長　　　　　　　　　　　　殿


郵便番号　
事業所所在地　
(フリガナ)　
事業者名（法人名又は屋号）
(フリガナ)　　　　　
代表者　職名・氏名
担当者氏名
電話番号
電子メール　
　　　　　　　　　　

暴力団等排除に関する誓約書


令和　年度女性・若者応援！起業チャレンジ支援事業費補助金を申請するにあたり、当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記のいずれにも該当しません。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、異議は一切申し立てません。


記


１　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法
律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）であるとき又は法人等
の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結
する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与してい
る者をいう。以下同じ。）が暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ）であ
るとき

　
２　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ
て、暴力団又は暴力団員を利用しているとき


３　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的或いは積
極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき


４　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有して
いるとき

様式第１号（別紙３）　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　公益財団法人　宮崎県産業振興機構
　　理事長　　　　　　　　　　　　殿


郵便番号　
事業所所在地　
(フリガナ)　
事業者名（法人名又は屋号）
(フリガナ)　　　　　
代表者　職名・氏名
担当者氏名
電話番号
電子メール　


個人情報取り扱い同意書

　　
私は、下記の個人情報の取り扱いについて同意します。


記

１　申請書類の内容については、特別なノウハウや営業上の秘密事項に関して、あらかじめ法的保護を行うなど、申請者の責任で対応することに同意します。

　２　本申請書並びに事業計画書のほかの提出書類について、審査終了後、公益財団法人宮崎県産業振興機構が保管することに同意します。

　３　申請した事業が採択された場合、起業者名、住所（市町村名）、業種、事業概要等について公表されることに同意します。

４　女性・若者応援！起業チャレンジ支援事業への申請に係る提出書類に記載された個人情報等について、公益財団法人宮崎県産業振興機構が以下の目的で利用することについて同意します。
　
· 本事業に申請後の事務連絡、資料送付等のための利用

· 申請した情報の統計的な分析を行うための利用。但し、申請者に係る情報については、申請者を特
定、識別できないかたちに加工した上で利用すること。

· 公益財団法人宮崎県産業振興機構が行う様々な施策やサービス向上に資するものとして情報を利用す
ること

様式第１号（別紙４）　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　公益財団法人　宮崎県産業振興機構
　　理事長　　　　　　　　　　　　殿


郵便番号　
事業所所在地　
(フリガナ)　
事業者名（法人名又は屋号）
(フリガナ)　　　　　
代表者　職名・氏名
担当者氏名
電話番号
電子メール　


居住地に関する誓約事項


令和　年度女性・若者応援！起業チャレンジ支援事業費補助金の交付を受けたいので、下記事項について事
実と相違ないことを誓約します。



記


私（法人若しくは団体である場合は代表者）は、上記補助金に応募するにあたり、補助事業対象期間の完了
日までに宮崎県内に居住することを誓約いたします。

　なお、この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても異議は
一切申し立てません。
